
傍線部分は改正部分 

改 正 案 現   行 

目次 

第一章 総則 

第一節 通則（第一条_第四条） 

第一節の二 税務行

政の基本理念等（第四

条の二_第四条の四） 

第二節_第四節 （略） 

第二章 国税の納付義務の確定 

第一節・第二節 （略） 

第三節 賦課課税方式

による国税に係る税額

等の確定手続（第三十

一条_第三十三条） 

第四節 質問又は検

査の事前通知等（第三

十三条の二・第三十三

条の三） 

第三章 国税の納付及び徴収 

（以下、略） 

 （目的） 

第一条 この法律は、国税についての基本

的な事項及び共通的な事項を定め、税法の

体系的な構成を整備し、かつ、国税に関する

法律関係を明確にするとともに、税務行政の

公正の確保と透明性の向上を図り、もつて

国民の納税義務の適正かつ円滑な履行及

び国民の権利利益の保護に資することを目

的とする。 

 

第二条_第四条 （略） 

 

第一節の二 税務行政の基本理念等 

目次 

第一章 総則 

第一節 通則（第一条_第四条） 

第二節_第四節 （略） 

第二章 国税の納付義務の確定 

第一節・第二節 （略） 

第三節 賦課課税方式

による国税に係る税額

等の確定手続（第三十

一条_第三十三条） 

  

 

 

 

 

 

 

 

第三章 国税の納付及び徴収 

（以下、略） 

 （目的） 

第一条 この法律は、国税についての基本

的な事項及び共通的な事項を定め、税法の

体系的な構成を整備し、かつ、国税に関する

法律関係を明確にするとともに、税務行政の

公正な運営を図り、もつて国民の納税義務

の適正かつ円滑な履行に資することを目的

とする。 

 

第二条_第四条 （略） 

  

  



 

（税務行政運営の基本理念） 

第四条の二 税務行政の運営は、国民の納

税義務の適正かつ円滑な履行が確保される

よう、公正を旨として行われなければならな

い。 

２ 国税当局は、その職務の執行に当たつ

ては、国民のプライバシーを尊重しなければ

ならない。 

３ 国税当局は、税務行政に関する国民の

理解を得るため、必要な情報の提供を行うと

ともに、税務行政に関する国民の意見、苦

情等に誠実に対処しなければならない。 

４ 国税庁、国税局、税務署及び税関並びに

国税不服審判所の当該職員は、その職務の

執行に当たつては、国民の権利利益の保護

に常に配慮するとともに、国民が納税に関し

て行つた手続は、誠実に行われたものとし

て、これを尊重することを旨としなければなら

ない。 

 

（税務行政運営の基本方針） 

第四条の三 国税庁長官は、前条に定める

税務行政運営の基本理念にのつとり、税務

行政の運営の基本となる方針を定め、これ

を公表しなければならない。 

 

（納税の主体たる国民に対する文書の作成

及び普及） 

第四条の四 国税当局は、第四条の二に規

定する事項及び納税の主体たる国民の権利

利益の確保のために必要な事項の概要に

関する文書を作成し、普及しなければならな

い。 

２ 前項の文書は、納税の主体たる国民の

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



立場に立つて、平易な表現を用いたもので

なければならない。 

 

第一章第二節_第四節、第二章第一節_第三節（略）

 

第四節 質問又は検査の事前通知等 

 

（税額の確定に係る調査等のための質問又

は検査の事前通知等） 

 

第三十三条の二 国税庁、国税局、税務署

又は税関の当該職員は、納付すべき税額の

確定に係る調査等のための所得税法第二

百三十四条第一項その他の政令で定 める

国税に関する法律の規定による質問又は検

査（以下この条及び次条においてそれぞれ

単に「質問」又は「検査」という。）をしようとす

る場合には、質問又 は検査をする日の十

四日前までに、その相手方に対し、次に掲

げる事項を書面により通知しなければならな

い。ただし、検査をしようとする物件が隠滅さ

れる等 調査の目的を達成することが著しく

困難になると認めるに足りる相当な理由が

ある場合は、この限りでない。 

 一 相手方の氏名（法人については、名

称）及び住所又は居所 

 二 当該職員の氏名及び所属する官署 

 三 調査を必要とする理由 

 四 質問又は検査の根拠となる法令の条

項 

 五 質問をする事項又は検査をする物件 

 六 質問又は検査をする日時及び場所 

 七 次項に規定する変更の申出に関する

事項 

 八 その他財務省令で定める事項 

  

第一章第二節_第四節、第二章第一節_第三節（略）



２ 前項の通知を受けた者は、当該通知をし

た国税庁、国税局、税務署又は税関の当該

職員に対して、質問又は検査をする日時又

は場所の変更を申し出ることができる。 

３ 国税庁、国税局、税務署又は税関の当

該職員は、第一項ただし書に規定する場合

において、質問又は検査をしようとするとき

は、その相手方に対し、同項第一号から第

五号まで及び第八号に掲げる事項を記載し

た書面を交付しなければならない。 

 

（税額の確定に係る調査の結果に関する情

報の提供） 

第三十三条の三 国税庁長官、国税局長、

税務署長又は税関長は、当該職員が質問

又は検査を行つた場合には、当該質問又は

検査の相手方に対し、当該質問又は検査に

係る調査の結果に関する情報を提供するも

のとする。 

 


